
１ .　 顕在化したＪＲ北海道のトラブル・不 
      祥事
　
　１９８７年４月に公共企業体・日本国有鉄道（以

下，国鉄と呼ぶ）が分割・民営化され，北海道旅

客鉄道株式会社（以下，ＪＲ北海道という）を含

む６つの旅客鉄道会社や日本貨物鉄道株式会社

（ＪＲ貨物）など１１の承継法人，及び国鉄の残

務整理を担当する日本国有鉄道清算事業団が発足

した。この国鉄の解体と承継法人の新会社への再

編は，国鉄改革とも呼ばれている。

　国鉄（官設鉄道時代を含む）は，その創業以来，

日本の近代化に大きな役割を果たしてきたが，第

二次大戦後，自動車や航空機の普及によって交通

市場における独占的地位を喪失した。一方で，日

本国有鉄道法（１９８７年の国鉄改革時に廃止）など

によって政府の強いコントロールの下に置かれ，

事業活動も規制されていたために，激変する交通

市場のなかで柔軟な経営を展開することができな

かった（１）。そのため，１９６０年代半ばから経営収

支は悪化の一途をたどり，８０年代に入ると赤字額

も毎年１兆円を超え，その財政は破綻に瀕するに

至った。こうした状況を打開しようとして実施さ

れたのが国鉄改革である（２）。

　国鉄時代，鉄道経営の目的は，全国的な鉄道

ネットワークの形成や維持，国民に対する平等な

サービスの提供などといった「公共性」の実現に

あった。ところが，国鉄改革によって誕生した株

式会社形態の旅客鉄道会社や貨物鉄道会社の経営

目的は，収益の獲得に変わった。換言すれば，ビ

ジネスとしての鉄道経営が求められるようになっ

たのである。

　ビジネスとしての鉄道経営は，市場を前提とす

る。我が国では，その置かれた条件から都市間及

び大都市圏内の旅客輸送が鉄道ビジネスの市場と

して成り立つ。一方，ローカル圏においては，市

場規模が微小なためにビジネスとしての鉄道事業

の成立は困難である。大陸国の場合であれば鉄道

が担当するような貨物輸送も，我が国は国土の周

囲が海で囲まれていることから内航海運が担って

いる。そのため，貨物輸送における鉄道の輸送分

担率は，４.７％（２０１１年度，トンキロベース）と僅

少である。

　国鉄改革以降，前述の二つの旅客輸送市場にお

いては鉄道ビジネスが活性化し，利用者に対する

サービスも向上したが，ローカル圏の旅客輸送市

場においては，サービスの縮小ないし事業からの

撤退が相次いでいる。また，貨物輸送市場につい

ても不振が続いている。換言すれば，国鉄の承継

法人のうち， 本州を営業基盤とする Ｊ Ｒ東日本 （３） ，

Ｊ Ｒ東海，Ｊ Ｒ西日本の旅客３社は，鉄道経営や

関連事業を活性化させ，莫大な経常利益を計上す

る鉄道会社に変身したが，一方でＪＲ北海道，Ｊ

Ｒ四国，ＪＲ九州の残りの旅客３社（これらは３

島会社と呼ばれている），なかでもＪＲ北海道及

びＪＲ四国は，後述するように経営安定基金の運

用収益によってかろうじてその経営が成り立つと

いう状態が続いている。また，ＪＲ貨物も，赤字と

黒字を繰り返す不安定な経営状態のままである （４） 。

　こうしたなか，２０１３年の夏から秋にかけて，Ｊ

Ｒ北海道にかかわる以下のような一連のトラブル

や不祥事が，広く世間の耳目を集めることとなっ

た。
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　第一は，事故・トラブルの多発である。

　２０１１年５月２７日に石勝線の清風山信号場構内

で釧路発札幌行の特急列車が脱線・炎上し，７９人

が負傷する事故が起こった。２０１２年９月１８日に

も特急列車のエンジントラブルが発生し，さらに

２０１３年に入って４月８日，７月６日，７月１５日，

７月２２日と特急列車から出火する事故が連続し

た。うち３件は走行中の列車だった。また，２０１２

年には，ＪＲ北海道が保守管理する軌道上で，４

月と９月にＪＲ貨物所属の貨物列車の脱線事故が

発生した。さらに，２０１３年になってからも８月と

９月に貨物列車の脱線事故が起こった。

　第二は，社員と組織の職業倫理の崩壊・空洞化

である。

　２０１３年７月，岩見沢運転所の運転士が覚せい剤

取締法違反の疑いで逮捕され，９月には別の運転

士が自分のミスを隠すためにＡＴＳ（自動列車停

止装置）のスイッチをハンマーで破壊していたこ

とが明るみにでた。さらには，副本線がほとんど

だったとはいえレールの異常が北海道全域の２７０

カ所で長期間にわたって放置され続けていたり，

脱線事故の調査に入った運輸安全委員会に対して

軌道の状況に関して虚偽のデータを提出したりす

るような，鉄道事業者として決して容認できない

問題が相次いで発覚した（５）。

　第三は，ガバナンスの不全である。

　上記のような異常事態が続いているにもかかわ

らず，外部への説明のために開かれた記者会見等

での公表内容が二転三転し，経営陣が現場で起

こっていることをほとんど把握できていないこと

が露呈した。経営陣と現場との間のパイプが詰

まっており，組織的に機能不全状態に陥っている

ことが明らかとなった。

　実は，ＪＲ北海道の経営に歪みが生じていると

いうことは，１０年ほど前から鉄道関係者の間では

知られるようになっており，筆者自身も，いつか

はこうした事態に立ち至るのではないかと思って

いた。そういう点で，２０１３年に露呈した事態は，

ＪＲ北海道のいわば積年の制度疲労が一挙に噴き

出てしまったという感がある。

　ＪＲ北海道は，自家用車を除いた道内輸送にお

いて，現在でも約２０％の輸送分担率を有する北海

道における基幹的交通手段である（６）。同社の再

生は，今後の北海道の社会経済の発展にとって必

要不可欠である。以下，本稿では，ＪＲ北海道の

続発する不祥事の背景にある構造的な諸問題を検

証し，同社の再生・存続のための課題を探る。

２ . ＪＲ北海道の２７年

（１）ＪＲ北海道発足時の枠組み

　単独で鉄道の事業経営が成り立つには，一定規

模以上の輸送市場の存在が必要である。後背地の

人口規模や他の競争的交通手段の存在状況などに

よっても変わってくるが，輸送密度４０００人以上

が，鉄道経営が自立採算可能な分岐点とされてい

る。

　ＪＲ北海道が営業エリアとする北海道は，地理

的に広大で，人口密度は小さく，輸送市場は極め

て狭小である。その経営環境は，ＪＲ旅客６社の

なかで最も厳しいと言ってよい。すなわち，九州

の人口密度が３１１.５人 /k㎡，四国のそれが２０９人

/k㎡ であるのに対し，北海道のそれは６９.６人

/k㎡にすぎない。ちなみに，日本全体の人口密度

は３４１.９人 /k㎡である（２０１２年１０月１日現在）。

また，人口が１００万人を超える都市は札幌市（約

１９０万人）だけであり，２０万人を超える都市も旭

川市（約３５万人）と函館市（約２８万人）を数え

るのみである（２０１２年３月３１日現在）（７）。

　さらに，北海道は人口そのものが停滞し，観光

客数も減少傾向にある。すなわち，ＪＲ北海道が

発足した年である１９８７年の北海道の総人口と

２０１１年のそれとを比べると，約５６６万人から約

５４４万人へと落ち込んでいる。また，北海道は観

光資源に富んではいるが，実際の観光入込客数

（実人数）は１９９９年の約５１４９万人をピークに，

微減ないし停滞状況が続いている（８）。

　ＪＲ北海道を取り巻く経営環境はこのような状

況にあるため，同社全体の１日当たりの利用者数

は３６万人ほどしかない。これは，ＪＲ東日本の

新宿駅の半分程度，渋谷駅や東京駅，横浜駅など

大規模駅の１駅程度の大きさにすぎない。した
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がって，そもそも採算ベースでの鉄道事業を営む

ことが困難なのである。

　ただ，利用者数だけをみると，１日当たりの利

用者数が１２万人のＪＲ四国の方がさらに厳しい。

ＪＲ四国とＪＲ北海道とを決定的に分けるのは，

気候条件である。北海道では，冬期には各地でマ

イナス１０度を下回る日が続き，積雪もあって軌

道のメンテナンスは甚だ困難となる。また，他社

にはみられない寒冷地対策のための追加的な費用

も発生する。つまり，厳しい気候条件が，ＪＲ北

海道に重い負担となって圧し掛かっているのであ

る。さらに，ＪＲ四国の２７.５％に対してＪＲ北海

道の電化率は１７.８％と立ち遅れている（全国の鉄

道の電化率は５５％）。そのため，同社保有車両の

うち，電車と比べてメンテナンスがむずかしい気

動車やディーデル機関車の割合が高い。しかも，

それらの老朽化が進んでいることもＪＲ四国と異

なる点である。

　ところで，国鉄改革の方策としてそれを分割・

民営化するというプランは，総理府（当時）に設

置された日本国有鉄道再建監理委員会（１９８３年６

月～１９８７年３月）が立案したものである。その

詳細をとりまとめたものが，同委員会が１９８５年

７月２６日に内閣総理大臣へ提出した「国鉄改革

に関する意見―鉄道の未来を拓くために―」（以

下，「意見」と呼ぶ）である。ＪＲ北海道の置か

れた経営環境の厳しさは，実はその時点ですでに

認識されていた。そのため，ＪＲ北海道を含む３

島会社について，「意見」の中で次のような提案

が行われていた。

　「３島の旅客鉄道会社については，いずれも営

業損益で赤字が生じることが見込まれる。このた

め，発足時において長期債務を引き継がないこと

とした上で，将来における維持更新投資にも配慮

して，なお生じる営業損失に対して何らかの措置

を講じることが，安定的な経営を維持していくた

めには必要である。

　その方法として，毎年生じる営業損失を公的助

成により補填し続けることも考えられるが，これ

では旅客鉄道会社の自立性を阻害し，経営責任を

曖昧にすることになるため，とるべき方策ではな

い，このため，これらの営業損失を補填し得る収

益が生み出されるような基金を，３島会社の発足

時に設けることによって経営基盤の確立を図るこ

ととする」（９）

　つまり，３島会社対策として国鉄の債務は引き

継がせずに新会社を発足させること，また，基金

を設けてその運用収益によって営業損失を補填す

るという基本的スキームが提案されたのである。

　新会社の経営を軌道にのせる上で決定的ともい

えるその基金について，「意見」では，「３島の旅

客会社に設定される基金は１.０兆円であるが，こ

のうち土地の見合いで設定される分０.１兆円を差

し引いた０.９兆円について財源が必要となる。こ

れについては一定期間内に『旧国鉄』において処

理する」（１０）としていた。

　これに基づいて創設された実際の基金は，総額

１兆２７８１億円と「意見」の提案を上回る規模の

ものとなった。内訳を見てみると，もっとも経営

が厳しいと見込まれていたＪＲ北海道に全体の約

半分の６８２２億円が割り当てられた一方で，ＪＲ九

州が３８７７億円，ＪＲ四国は２０８２億円であった。

なお，この基金の原資は，総額３７.１兆円の「国鉄

長期債務等」（１１）のなかに含められ，その枠内で処

理されることになった。

　「意見」が留意した３島会社対策はもう一つ

あった。国鉄改革が「民営化」と称されるのは，

国鉄改革で発足した１１の承継法人のうち９法人

の企業形態として特殊会社形態（公的保有の株式

会社）が採用されたからである。すなわち，新会

社が，公共企業体から民間企業の一般的な企業形

態である株式会社へ転換されたが故に，民営化と

称されているのである（１２）。この民営化によって，

それまで公共企業体であったがために講じられて

いた税制上の優遇措置も廃止されることになっ

た。これは，新会社にとってかなりの重圧となる。

そこで，「意見」はこの点についても「当分の

間，現在の負担と同程度となるよう経過的な負担

軽減措置を講じることが必要である」（１３）としたの

である。

　要するに，分割・民営化の実施段階で，自力に

よる黒字化は困難と判断された３島会社の経営を
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安定させるために，①国鉄の債務は承継させずに

資産のみを承継させる，②運用収益を捻出できる

基金を設定する，③暫定的に税制上の減免措置を

行う，との制度設計が行われたのである。こうし

た枠組みの下で発足したのがＪＲ北海道であっ

た。

（２）ＪＲ北海道の２７年

　２０１４年は，ＪＲ北海道が発足してから２７年目の

年となる。実は５年前の２００９年に，『週刊ダイヤ

モンド』誌が，「ＪＲの秘密」と題する特集を組

み，そのなかで２２年が経過した国鉄改革につい

て，「戦後日本の戦略なき運輸交通政策――。鉄

道，高速道路，空港を総合網としてとらえず，そ

れぞれバラバラかつ無尽蔵にカネを投じ続けた。

ＪＲ北海道，ＪＲ四国，ＪＲ九州の三島会社は，

その無策のツケをモロにかぶっている」とした上

で，「ＪＲ九州はようやく上場への道を開きつつ

ある。だが，ＪＲ北海道，ＪＲ四国，ＪＲ貨物は

民営化当時からの負の遺産を引きずり，収益悪化

に必死のコストダウンが追いつかず，塗炭の苦し

みだ」（１４）との評価を下している。筆者も首肯でき

る簡にして要を得た評価である。

　それから５年が経ったが，現在でもかかる評価

は基本的に妥当であるといえる。以下，表１の経

営データに拠りながら，ＪＲ北海道の２７年を総括

してみよう。

　まず，営業キロの推移について見ると，発足時

の１９８７年度には３１７８.３kmであったが，段階的に

名寄本線や天北線，深名線など特定地方交通線が

廃止されていった結果，１９９８年度に２４９９.８kmと

なり，現在に至っている。換言すれば，現在の営

業キロは会社スタート時の約８割に縮小したこと

になる。

　次に輸送人員であるが，１９８７年度の９６００万人

からスタートし，毎年のように輸送量を伸ばして

１９９５年度には１億２９００万人に達した。その後は

１０数年にわたって停滞ないし微減状態が続いた

が，２０１１年からは回復に転じ，２０１２年には会社

発足以降初めて年間の輸送人員が１億３０００万人

を超えた。ただし，人キロベースで見てみると，

１９８８年度には４４億５７００万人キロであったのが，

２０１２年度には４３億４７００万人キロへと微減してい

る。要するに，人ベースでは微増，人キロベース

では微減したということなる。

　１９８７年から２０１３年までの間に北海道の高規格

道路の延長は，８１kmから１０１５kmへと著しく伸長

した（１５）。これにより，高速バスや自家用車による

道内の都市間移動が，時間距離の節約という点で

さらに容易になった。この点を考慮すると，ＪＲ

北海道が輸送量を現状維持しているということは

評価されてよい。同じような経営環境の下にある

ＪＲ四国の場合，１９８７年から２０１２年度の間に輸

送量が６５３４万人から４７８３万人へと激減している

ことと対比すると，ＪＲ北海道は健闘していると

いえる。

　ところで，ＪＲ北海道の旅客輸送の特徴は，札

幌を中心としたエリアにその大半が集中している

という点である。すなわち，最も旅客量が多いの

が札幌～小樽間（３３.８km）で２５１０万人，次いで

札幌～新千歳空港間（４６.６km）の２２８４万人，以

下，札幌～岩見沢間（４０.６km）の１５２７万人，札

幌～石狩当別間（２７.５km）が９３０万人となってい

る。これらの４区間の合算輸送量は，全体の輸送

量の５５％に当たる７２５１万人である（２０１２年度）（１６）。

つまり，ＪＲ北海道の全営業キロのわずか６％の

路線に輸送量の５５％が集中しているのである（１７）。

　他方，経営収支について見てみると，発足初年

度に９１９億円を計上した営業収益（単体決算）は，

その後は微増し，１９９０年代末まで９００億円～１０００

億円強のレベルで推移している（１８）。ＪＲ北海道

は，会社発足以降，消費税の導入と改定に伴い，

それを転嫁するために１９８９年と１９９７年に，また

経営改善を目的に１９９６年に運賃値上げを実施し

ている（平均改定率は前２者が２.９％及び１.９％，

後者は７.０％）。１９９０年度から１９９７年度まで営業

収益が１０００億円を超えたのは，この運賃改定の効

果と輸送量の微増によるものである。しかし，そ

の後の営業収入は，輸送量の低迷とともに２００２

年頃から減少を見せはじめ，最近では８００億円余

に減少している（１９）。

　前述したとおり，分割・民営化の計画段階から
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表１　ＪＲ北海道の２７年

社員数（４）

（人）
経常損益
（億円）

運用収益（３）

（億円）
営業損益
（億円）

営業収益（２）

（億円）
輸送人員
（百万人）

営業キロ（１）

（km）年度

１３,０００△２２４９８△５３８９１９９６３,１７８.３１９８７

１２,９７０△１２４９８△５３３９３９１０３３,１７８.３１９８８

１２,８１０２４９６△５２７９９８１０３   －１９８９

１２,２０５１６４９１△４９０１,０４９１１０２,６２９.５１９９０

１２,１５２２０４９０△４８３１,０６３１１７２,６２５.７１９９１

１２,０６８１３４６９△４６８１,０５３１２３２,６２８.３１９９２

１１,９６３５４４４△４５３１,０５９１２６２,６２８.３１９９３

１１,８６２１４０８△４２１１,０１９１２８２,６２１.０１９９４

１１,７９５△１４３７８△４０６１,０１８１２９２,５００.９１９９５

１１,７００△３５３３７△４０６１,０４７１２９２,５００.９１９９６

１１,０６０△３６３２４△３７１１,０２３１２５２,４９９.８１９９７

１０,６０５１９３４０△３２７９９１１２５２,４９９.８１９９８

１０,０９４１５３１２△３０３９７７１２２２,４９９.８１９９９

９,９３１４２９２△２９９９１０１２２２,４９９.８２０００

９,５５１１３２９６△２８８９０８１２１２,４９９.８２００１

９,２６５１５２９７△２８７９０２１２２２,４９９.８２００２

９,０１１１５２９３△２８４８９１１２３２,４９９.８２００３

８,７６９２６２８９△２７０８９１１２４２,４９９.８２００４

８,５９４２２９０△３０７８８５１２５２,４９９.８２００５

８,３０６６４３３９△２９６８８９１２６２,４９９.８２００６

７,７４０３２７３△２８１８９３１２７２,４９９.８２００７

７,４７３△２４２３１△２６５８８１１２８２,４９９.８２００８

７,２８０２２４２△２４９８４７１２６２,４９９.８２００９

７,０７９△４２４０△２５９８２５１２７２,４９９.８２０１０

６,９６８△４４２３５△３０７８２１１２９２,４９９.８２０１１

６,９５３１０２７０△３０９８４４１３１２,４９９.８２０１２

　（１）同年１０月現在，ただし１９８８年度は１１月現在。
　（２）鉄道事業＋関連事業
　（３）経営安定基金運用収益
　（４）同年１０月現在，ただし１９８８～８９年度は４月，１９９２年度は７月現在。
　
　（出所）『交通年鑑』各年版より作成。ただし，２０１２年度は北海道旅客鉄道株式会社「平成２５年３月期決算公告」　

　　　　  （http://www.jrhokkaido.co.jp/corporate/kessan/２５/index.html）などによる。



ＪＲ北海道は大幅な営業損益を発生させるものと

見込まれていた。実際，表１のとおり当初３年間

は５００億円を超える営業損失が，その後も１９９６

年度まで４００億円を超える営業損失が発生してい

る。これをカバーしたのが，経営安定基金の運用

収益である。それは，１９９０年代半ばまでは営業損

失額に匹敵する４００億円以上の実績が確保されて

いた。しかし，１９９７年から経営安定基金の全額自

主運用が始まり，しかもバブル経済の崩壊を契機

に我が国が低金利時代に突入したことで運用利回

りの低下にみまわれた。そのため，運用収益は目

減りの一途を続けるようになり，当初は５００億円

近くあったのが，最近では２００億円強程度と半減

してしまっている（２０）。とはいえ，この運用収益が

存在することで，かろうじて経常損益レベルで収

支が保たれているのが JR北海道の現状である。

　なお，運用収益や営業収益が減少するなかで，

営業損失額も会社発足当初の半分程度まで減少し

ている。これは，徹底した経費節減が推進された

ためである。そのしわ寄せを最も受けたのが人件

費と設備更新費であった。すなわち，会社発足時

に１万３０００人でスタートした社員数は，相次ぐ

合理化によって現在は６９００人とほぼ半減するに

至っている。一方で，老朽化した機関車・気動

車，車両の更新も遅れがちとなり，そのため車両

故障が頻発し，後述する輸送障害の発生件数を押

し上げる要因となっている。異常なレールの放置

や測定数値の改ざんなども，資材も人も不足する

なかで「ごまかさざるを得ない」事態に陥った結

果ともみることができる。

３. ＪＲ北海道の再生の課題

（１）ＪＲ北海道の事故と輸送障害

　ここで，ＪＲ北海道の安全問題について見てお

く。

　鉄道運転事故（以下，運転事故と呼ぶ）は，列

車衝突，列車脱線，列車火災，踏切障害，道路障

害，鉄道人身障害，鉄道物損の７つに定義・分類

されている（２１）。このうち道路障害事故は路面電車

にかかわって発生するものなのでＪＲ北海道につ

いて該当事故は存在しない。この道路障害事故を

除く，会社発足以来の運転事故を整理すると表２

のとおりである。

　鉄道会社の如何を問わず，運転事故のうち最も

頻発しているのが鉄道人身障害事故及び踏切事故

である。ＪＲ北海道のそれらを見てみると表２の

とおり，１９９０年代には多発していたのが，ここ

１０年ほどは減少傾向にある。一方で，脱線や火災

などの列車事故は，１９９０年代後半から２０００年代

の初め頃には毎年発生していたが，２０００年代半ば

以降は減少している。以上のとおり，運転事故の

発生件数を見る限り，他のＪＲ各社のそれと大き

な相違はなく，とくにＪＲ北海道の安全性に顕著

な問題があるということではない。

　ただし，危惧すべき問題がある。すなわち，輸

送障害の多さである。輸送障害とは，鉄道事故と

は別に，輸送に障害を生じた事態のことを指し，

具体的には列車の運転休止又は旅客列車は３０分，

その他の列車は１時間以上遅延した事象をいう。

輸送障害の原因は，①風水害や地震などの自然災

害によるもの（災害原因），②自殺などの線路内

立入り等によるもの（部外原因），③車両故障や

施設故障などによるもの（部内原因），の３種に

分類される。これら３つの原因で起こる輸送障害

のうち，車両故障や施設故障，社員のエラーなど

の部内原因で起こるそれは，鉄道会社の安全性の

水準をはかる一つの物差しとなる。表２のとお

り，ＪＲ北海道では，この部内原因の輸送障害が，

２００３年頃から著増している。２０１３年の夏から秋

にかけて頻発し，社会的批判を浴びたのもこれら

輸送障害の多発であった。

　輸送障害の発生状況をＪＲ他社と比較してみる

と，ＪＲ北海道の問題性がより鮮明となる。その

場合，鉄道会社は運行している列車の本数がそれ

ぞれ異なるので，単に発生した輸送障害の件数だ

けを比較してもあまり意味はない。そこで，ＪＲ

貨物を含むＪＲ７社の百万列車キロ当たりの輸送

障害件数の発生件数を比較してみたのが図１であ

る。

　図１からも明らかなように，ＪＲ北海道はＪＲ

貨物とともに異常な高水準にあり，しかも，２０１２
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年度のそれは５.０４件にも達している。同じ３島会

社であるＪＲ四国やＪＲ九州と比較しても，ＪＲ

北海道の輸送障害の発生件数は尋常ではない。部

内原因によって発生する輸送障害は，事故の予兆

ともいえる。これが多発しているということは，

ＪＲ北海道が多くの不安要因を抱えた会社である

ことを示している。
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（部内原因、百万列車キロ当たり件数） 

（出所）国土交通省「鉄軌道輸送の安全にかかわる情報」2006年度～2012年度 
　　　　（http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk8_000001.htm） 

図１　JR 各社の輸送障害の比較

表２　ＪＲ北海道の事故・トラブルの推移

輸送障害（１）

（部内原因）
鉄道運転事故

合計鉄道物損鉄道人身踏切障害列車火災列車脱線列車衝突

６８４６―１０３５１――１９８７年（２）

７３３４―６２７―１―１９８８年

６８４５―１２３０１２―１９８９年

４９２４―７１５１１―１９９０年

５６３０―８２１―１―１９９１年

５８３７―９２８―――１９９２年

７６３５―４３０―１―１９９３年

７８２５―７１５―３―１９９４年

７６２４―６１８―――１９９５年

６２２６―７１７―２―１９９６年

７７２０―７１０１２―１９９７年

７５２１―８１１―２―１９９８年

７３２０―２１５１２―１９９９年

７７２６―１０１４―２―２０００年

７１２８―５２２―１―２００１年

９１１８―３１４―１―２００２年

１０５１５１６７―１―２００３年

１１４１９―７９―２１２００４年

１５１１５―３１１――１２００５年

７９９―３４―２―２００６年

１０４７――７―――２００７年

９９９―１７―１―２００８年

８９１８―４１３―１―２００９年

１１４１６―８７―１―２０１０年

１９２１８１６９―２―２０１１年

　（１）２０００年までは運転阻害，２００１年以降は輸送障害。そのうち，部内原因のもの。
　（２）１９８７年とは １９８７年１１年１日～１９８８年１０月３１日の期間中を指す。以下，同様に各年とも同
　　　 年１１月１日から翌年１０月３１日まで。　
  （出所）『交通年鑑』各年版より作成。



（２）政府が講ずべき対策　

　１９８７年に国策として国鉄改革が実施された際，

３島に単独の会社を設立した場合，採算ベースで

の鉄道経営は困難であることは自明であったにも

かかわらず，地理的な分割の必要上，ＪＲ北海道

を含む３つの新会社が設立された。その無理を補

うために講じられたのが，先にも触れた①国鉄債

務の承継の免除，②経営安定基金の設定，③税制

上の優遇の３つの措置であった。以上のうち最も

重要な措置が，二つ目に挙げた経営安定基金の設

定である。つまり，同基金の運用収益でもって，

３社の営業赤字を補てんし，経常利益レベルでは

３社とも黒字となるように設計されたのである。

　この経営安定基金制度は，当初はうまく機能し

ていた。しかし，前述したように，バブルの崩壊

を経て低金利の時代となった１９９０年代半ば以降，

運用収益は目減りを起こし始めた。その結果，Ｊ

Ｒ北海道の場合，ピーク時には１年間に５００億円

近くあったそれが，現在は２５０億円を切るまでに

減少してしまった。換言すれば，ピーク時と比べ

ると，年間２００億円ほどの減収となってしまった

のである。

　同社の不祥事多発の背景には，深刻な財政難が

ある。同社再生のためには，低金利時代のもとで

大きく目減りしてしまった運用収益を当初のレベ

ルにまで回復させる必要がある。２０１１年８月の

「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関す

る法律等の一部を改正する法律」の施行にともな

い，２０１１年度からＪＲ北海道が特別債権を引き受

けることの見合いで，年間５５億円の利子が独立

行政法人の鉄道建設・運輸施設整備支援機構から

同社に支払われるようになった。経営安定基金の

目減り分の補てん対策として採られた措置であ

る。

　この利子支払いは，２０１１年度から１０年間は年

間５５億円，その後の１０年間は経営安定基金の運

用状況に応じて５５億円を上限に支払われること

となっている（２２）。しかし，この措置だけでは運用

収益の目減り分のカバーとしては十分ではない。

利回り状況が好転するまでさらに年５０億円以上

の減収分の補てん措置が必要である。

　加えて，国鉄改革時に支援措置として導入され

た固定資産税や都市計画税などの減免措置の継続

も必要である。

　ＪＲ北海道は，民営化されたとはいえ未だ株式

は一株も民間に売却されておらず，鉄道建設・運

輸施設整備支援機構がその株式の１００％を所有す

る，国の鉄道会社である。国は，所有者としての

経営責任を果たすためにも，上記の支援措置を強

化・継続する必要がある。

（３）ＪＲ北海道がなすべきこと

　ＪＲ北海道の存続・再生のためには，国による

支援もさることながら，まずは同社自身が全力を

挙げて経営改革に取り組む必要がある。「隗より

始めよ」である。

　第一に，ＪＲ北海道が実行すべきことは，デー

タの改ざんやレールの異常放置などを生じさせて

しまった弛緩した組織の立て直しである。

　たとえ資金と人を増やして見かけ上の対策が採

られたとしても，安全意識が組織の末端まで浸透

し，組織全体のモラルを簡単に向上できるわけで

はない。異常事態が続発した根本の原因は，経営

陣の希薄な安全意識と現場を統治できていない不

正常な労使関係にある。ＪＲ北海道には４つの労

働組合がある。運転士のアルコール検査の義務化

が第一組合の反対で２０１１年１１月とＪＲ各社のな

かで最も遅れたとされるが，これなどは労使の交

渉事項ではなく，安全のために全社で取り組むべ

き事項のはずである。２０１３年７月に覚せい剤問

題で逮捕者が出た後，覚せい剤チェックの仕組み

が不完全な形でしか導入できなかったのも第一組

合の反対によるものだという。今回のデータ改ざ

んも，それを行ったのは組合員でもある現場の社

員達である。

　労使関係を立て直して社員の意識を改革し，全

社的に安全文化を浸透させるには，例えば経営陣

に第一組合とのしがらみのない外部の人材を登用

するなど，経営陣の強化を行う必要がある。経営

陣のなかは，運転を中心とした鉄道部門の全体を

バランスよく見渡せる人材も必要である。ＪＲ北

海道が毎年公表している安全報告書や石勝線の事
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故を受けて策定した安全基本計画などを見ると，

形の上では安全対策とそれを実施するための仕組

みは設けられているが，実態を伴ったものになっ

ていない。ＪＲ西日本が福知山線の事故後に設置

した，外部の専門家をも参画させた「安全推進有

識者会議」のような開かれた組織を臨時に設置し

て，抜本的な安全計画を策定することが必要であ

る。

　第二に，要員の確保と社員の技術継承である。

　１９８７年の国鉄改革を挟んで約１０年間，国鉄と

ＪＲ各社は経営の効率化を徹底するために現業職

員・社員の採用をストップした。そのため，２７年

経った現在，ＪＲ各社の社員の年齢構成は共通し

て各社とも４０歳代の社員が極端に少ない，いびつ

な構造になっている（図２参照）。これに加えて，

ＪＲ北海道では現業社員の採用が再開された後

も，経費難から毎年の新規採用数自体が少なかっ

た上に，列車の増発などに対応するために新入社

員の多くが運転部門に優先的に配属された。その

ため，保線や施設などの部門では３０歳代の社員

も不足するという事態が生じている。例えば，レー

ルの異常放置が多数みられた大沼保線管理室を例

に挙げると，２０１３年秋の時点で，５５歳以上が７

人，２０歳代が１０人で，３０～４０歳代の社員は１

人もいないという状況にあった （２３）。

　鉄道技術は経験技術である。保線業務で言え

ば，一通りの仕事をこなせるようになるには，１０

年ほどの実務経験が必要という。３０～４０歳代の

中堅社員の不在は，技術継承の大きな支障となっ

ている。速やかに，他社などで実務経験を有する

人材を中途採用するなどして歪な年齢構成を補正

するとともに，退職したベテラン技術者を若手の

教育要員として再雇用するなどの施策を講じるこ

とが必要である。ＪＲ北海道の本当の危機は，技

術力を持った５０歳以上の社員の大量退職が始ま

る５～６年後におとずれる。その時まで，技術継

承の仕組みを講じておかないと，取り返しのつか

ない事態が生じかねない。

　第三は，いっそうの経営合理化である。

　国鉄改革の際，発足する新会社の経営を身軽に

するために，１日当たりの輸送密度が４０００人以下

の，いわゆる特定地方交通線が分離・廃止される

ことになった。北海道では，１９９５年までに２２線

区１４５６.４kmの特定地方交通線が廃止またはバス

等へ転換された。その結果，ＪＲ北海道の鉄道営

業キロは２,４９９.８kmとなった。しかし，国鉄改革

から２７年，最後の特定地方交通線が廃止されて

からでも１９年が経ち，北海道の交通環境は激変

した。２０数年前は輸送密度４０００人を超えていた

路線も，乗客減から現在は４０００人を下回る路線

も発生している。こうした路線については，廃止

を含め，その存続について再検討する必要があ

る。

　１９８１年に国鉄は，日本国有鉄道経営再建促進特

別措置法に基づいて，経営改善策の一つとして，

それまで全線で一律だった運賃について，輸送密

度の多寡によって全国の路線を幹線と地方交通線

とに分け，地方交通線には幹線の１割増し賃率を

適用する格差運賃制度を導入した。この場合の幹

線とは輸送密度が８０００人以上，一方，地方交通

線とは輸送密度が８０００人未満の路線をいう。こ

の運賃設定の考え方はＪＲにも踏襲され，幹線と

地方交通線では異なる賃率の運賃が設定されてい

る。これも国鉄改革から２７年が経ち，当時は幹

線であったもののうちで，現在は８０００人を切る

路線も生まれている。例えば，根室本線（滝川～

根室）や石勝線（南千歳～新冠）などである。こ

れらついても見直しを行い，１割増しの運賃を適

用することが適当である。
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図２　JR 北海道社員の年齢別構成



４. JR 北海道の再生・存続のために

　明治維新とともに新政府による北海道の開拓が

本格化し，茅沼炭鉱の石炭を運ぶために，１８６９

（明治２）年に茅沼鉄道が建設された。ただし，

これは石炭輸送のための特殊な鉄道で，誰もが利

用可能な輸送手段ではなかった。北海道における

鉄道の歴史は，一般には１８８０年の官営幌内鉄道

（手宮～幌内）の開業とともに始まるとされる。

当時，北海道で最大の都市は人口３万６０００人の

函館で，次いで小樽が１万人，札幌はわずか８０００

人だったという（２４）。その後，北海道の開拓ととも

に，道内一円で鉄道の建設が進み，その営業キロ

はピークの１９６８年には３９８３.５ｋｍに達した（２５）。

　前述したとおり，ＪＲ北海道は，道内輸送にお

いて現在でも約２０％の輸送分担率を有する北海

道における基幹的交通手段である。また，２０１５年

度末には北海道新幹線の新青森～新函館間が開業

予定であり，新函館～札幌間（２０３５年度開業目

標）の工事も始まっている。同社の再生・存続は，

今後の北海道の社会経済の発展にとって必要不可

欠である。

　国鉄時代，北海道エリアはその技術力の高さで

知られていた。今，ＪＲ北海道にはその見る影も

ない。ＪＲ北海道グループの経営理念のなかに次

のような一節がある。「お客様第一を実践し，交

通ネットワークを基盤に旅とくらしの分野におい

て，お客様の安全を最優先に，安心してご利用い

ただけるサービスを提供するとともに，お客様の

満足と感動の実現をめざします。」この高邁とも

いえる経営理念と遠くかい離した状態にあるの

が，昨今のＪＲ北海道である

　ある事業体において深刻な事故が発生すると，

社会的な関心もそこへ向かうため，事業者も当該

事故の事後対策に資源を集中しがちとなる。何ら

かの目に見える対策を採らないと，監督官庁もメ

ディアも，ひいては社会も納得しないからであ

る。その一方で，そうした資源の集中を行うと，

往々にして他の部門にしわ寄せが生じてしまうこ

とが起こってしまう。２０１１年５月の石勝線の事

故後にＪＲ北海道において起こったことがそうで

あった。すなわち，石勝線の事故では特急列車が

火災を起こしたことから，事故後，車両，工場，

検修部門に人と資金が重点的に投入されるように

なった。そのため，保線・工務部門への資源配分

が削られ，人と資金が不足する事態が生じてし

まった。このことが保線部門で顕在化した諸問題

を引き起こした要因の一つであった。

　ところが，２０１３年の秋から冬にかけて保線部

門の不祥事にメディアの関心が集中したために，

今度は保線部門に人と要員が投入され始めてい

る。これでは，運転・車両部門が手薄となり，そ

こで新たな問題が生じかねない。要は，いかにバ

ランスのとれた資源配分が図れるかである。

　ＪＲ北海道は，営業収益の伸び悩みと経営安定

基金の目減りによる経営収支の悪化を，要員の削

減と設備更新費の縮減で対処しようとしてきた。

このことが，鉄道事業者として極めて重要な社員

の技術の継承に歪みを生じさせるとともに，事故

のリスクを高めてしまった。

　国鉄改革から２７年が経過した。３島会社のう

ち，ＪＲ九州はどうにか自立採算可能な鉄道会社

へと転換しつつあるが，ＪＲ北海道とＪＲ四国の

現状は極めて厳しい。近年，我が国では人口減が

始まった。人口減は，北海道や四国のようなロー

カル圏においてもっとも鋭く発現する。加えて，

北海道では第一産業や第二産業も衰微傾向にあ

る。こうして点を考慮すると，ＪＲ北海道の輸送

人員が今後，大幅に伸長するような状況になると

は考えにくい。その再生・存続の道のりはまこと

に厳しいものがあると言わざるをえない。

　３０年という歳月は社会環境を一変させる。国

鉄が公共企業体として発足したのは１９４９年で，

経営状況の悪化から日本国有鉄道財政再建特別措

置法が施行されたのは２０年後の１９６９年，さらに

日本国有鉄道経営再建促進特別措置法の施行は

３１年後の１９８０年のことである。それでも国鉄の

財政・経営再建は進まず，結局，３８年後には分

割・民営化に至った。３０年というのはそれほど

の長さなのである。

　近藤禎夫は，最近，「国は『分割・民営化』を
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ここで再点検し，不採算事業会社の再建に乗り出

すべき時期にきていると思う。例えば，ＪＲ北海

道は，『経営安定基金』という持参金を付けてＪ

Ｒ東日本と統合し，ＪＲ四国も同様にＪＲ西日本

と統合し，瀬戸内海全体の一体化を図った方が，

戦略的・戦術的にもメリットがある」（２６）という提

案を行っている。すでに完全な私企業に転換した

ＪＲ東日本やＪＲ西日本と特殊会社であるＪＲ北

海道ならびにＪＲ四国との統合は制度的にも困難

であることを考慮すると，この提案は本人自身も

「大胆な提言」とことわっているとおり，その実

現性は乏しいといわざるを得ないが，分割・民営

化の前提条件を見直すべきという意味に解釈すれ

ば当を得た指摘である。国は，国鉄改革から２７

年を経た今日，ＪＲ北海道ひいてはＪＲ四国の存

続のために，国鉄改革時の前提ないし設計条件の

再検討に着手すべきである（２７）。

　

《注》

（１）例えば，鉄道新線建設計画の実質的な決定権は国

鉄にはなく，国会議員らが多数を占める鉄道建設審

議会にあった。また予算の議決や運賃決定も長らく

国会議決の下に置かれていた。なお，公共企業体と

しての国鉄の制度的限界と制約に関しては，次の拙

稿を参照されたい。「公共企業体日本国有鉄道の成

立にかんする覚書」大阪市立大学『経営研究』第

３７巻５・６合併号，１９８７年１月。

（２）国鉄改革の経緯や内容について詳しくは次を参照

されたい。近藤禎夫・安藤陽『ＪＲグループ』大月

書店，１９９０年。

（３）正式名称は東日本旅客鉄道株式会社であるが，こ

こでは略称した。以下，ＪＲ東海などについても同

様。

（４）国鉄改革の過程で，反対運動を展開した国鉄労働

組合などの組合員に対して，不当労働行為が繰り返

され，また，多数の組合員が新会社への採用を拒否

されるなどの問題が発生したが，本稿ではこれ以上

言及しない。

（５）北海道旅客鉄道株式会社「軌道変位検査データ書

き換え等に係る調査結果及び再発防止策について」

２０１４年１月２１日（http: //www. jrhokkaido. co. jp /

　　press/２０１４/１４０１２１_２.pdf，２０１４年２月１日アクセ

ス）

（６）２０１１年度人員ベースで１９.３％（北海道運輸局「数

字でみる北海道の運輸　平成２４年版」

　　http://wwwtb. mlit. go. jp/hokkaido/kakusyu/toukei/

　　suuji_unyu２４/suuji２４.html，２０１４年２月２日アクセ

ス）。

（７）矢野恒太記念会『日本国勢図会　２０１３/２０１４』矢

野恒太記念会，２０１３年，６４，７３頁。

（８）北海道経済部観光局「観光入込客数（実人数）の

推移」http://www. pref. hokkaido. lg. jp/kz/kkd/

　　irikominosuii.htm，２０１４年２月３日アクセス。

（９）日本国有鉄道再建監理委員会「国鉄改革に関する

意見―鉄道の未来を拓くために―」１９８５年７月２６

日，７０-７１頁。

（１０）同上，１１７頁。

（１１）国鉄が負っていた長期債務や国鉄改革時に発生し

た費用をまとめて「国鉄長期債務等」という。それ

らを合わせた総額は３７.１兆円であった。このうち

ＪＲ本州３社とＪＲ貨物が５.９兆円，また新幹線鉄

道保有機構が５.７兆円を承継し，残りの２５.９兆円を

日本国有鉄道清算事業団が引き継いで処理すると

いう設計であった。

（１２）国鉄改革のもう一つの側面である分割とは，全国

１社であった国鉄が地域的に６つに分割されると

ともに，旅客と貨物，通信業務など機能的にも分割

されたことを指す。

（１３）日本国有鉄道再建監理委員会，前掲，７９頁。

（１４）『週刊ダイヤモンド』２００９年１０月１０日特大号，

４０頁。

（１５）２０１３年３月３１日の北海道運輸局からの提供デー

タによる。

（１６）北海道旅客鉄道株式会社「各種データ」を基に算

出（http ://www. jrhokkaido. co. jp /corporate /

　　company/comtop.html，２０１４年３月１日アクセス）。

（１７）近藤禎夫によれば，路線別の営業係数は次のとお

りである。すなわち，ＪＲ北海道の全１４路線のう

ち，営業係数が１００以上の黒字路線は千歳線，海峡

線，石勝線のわずか３線に過ぎず，残りの１１の路

線はすべて赤字路線である。黒字の３線についても

営業係数は９０台と収益的ではない（近藤禎夫「『国

鉄分割・民営化』３０年」『経済』新日本出版社，

２０１４年４月号，７７頁）。　

（１８）ＪＲ北海道は，ジェイ・アール北海道バスやＪＲ

北海道ホテルズなど３０社近くのグループ企業を有

している。これらグループ企業全体の２０１２年度連

結決算における営業収益は１７９６億円，経常利益は

７３億円で，営業収益全体に占めるＪＲ北海道単体

の割合は約４７％である（北海道旅客鉄道株式会社

「会社概要」http://www. jrhokkaido. co. jp /corporate/
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　　corporate/index.html，２０１４年２月３日アクセス）。

（１９）以上の営業収入はいずれも関連事業によるそれを

含んだものであり，鉄道営業収入のみを取り出す

と，発足当初は８００億円台，最近は７００億円台で推

移している。

（２０）当初は日本国有鉄道清算事業団に預託され利回り

７.３％の運用収益を受け取っていた。

（２１）国土交通省「鉄道事故等報告規則」『注解　鉄道

六法』平成２５年版，第一法規。

（２２）ＪＲ四国にも同様の措置（年３５億円）が採られ

たが，経営状況が比較的良好なＪＲ九州については

適用されなかった。このほか同時に，ＪＲ北海道の

設備投資への支援として２０２０年までに３００億円の

助成金の供与，及び３００億円の無利子貸付の措置が

採られた。鉄道建設・運輸施設整備支援機構「特例

業務勘定の新たな業務について」

　 （http: / /www. jrtt. go. jp/０２ Business /Settlement /

        pdf/singi１３-５.pdf，２０１４年２月３日アクセス）。

（２３）２０１３年１１月１６日に実施したＪＲ北海道社員に

対する筆者のヒアリング調査による。

（２４）北洞孝雄『北海道　鉄道百年』北海道新聞社，

１９８０年，１６頁。

（２５）日本国有鉄道北海道総局『北海道鉄道百年史　下

巻』鉄道弘済会北海道支部，１９８１年，６４６頁。

（２６）近藤禎夫，前掲論文，８３頁。

（２７）なお，ＪＲ北海道の再生策としていわゆる「上下

分離」を推奨する意見（奥野修司「JR北海道を誰

が殺したのか」『文藝春秋』２０１３年１２月号）もあ

るが，これは収支均衡の点からものを見たものでし

かなく再建策としては不適切である。上下分離によ

るインフラ施設の所有・管理者は結局のところ北海

道とならざるを得ず，北海道の負担能力の点で現実

的な提案であるとも言えない。
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《Summary》

                                     
A Proposal for the Rehabilitation of JR Hokkaido in Crisis

                                   

ABE  Seiji 
                                     

　On １ April １９８７, JNR（Japanese National Railways）, the government-owned public corporation, was 

broken up into to １２ organizations, and concurrently ９ enterprises among the １２, including JR 

Hokkaido（Hokkaido Railway Company）, converted themselves into joint- stock companies．This was 

the so-called division and privatization of JNR. ２７ years have elapsed since JNR’ s privatization. JR 

Hokkaido has had enormous operating losses for ２７ years. Recently, many irregularities involving the 

company, such as accidents, serious incidents and falsifications of inspection data for the tracks have 

happened due to lack of money. JR Hokkaido is an indispensable means of transportation in the 

Hokkaido area. It is expected that the company will improve the safety of train operations. The 

government should also support the company’ s rehabilitation.
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ＪＲ北海道の続発する不祥事と再生への課題


